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道や市町村、関係機関において、あらかじめ防災行政無線をはじめ、衛星携帯電話や簡

易無線機、臨時災害放送局用機器を整備するとともに、携帯電話やコミュニティ FM といっ

た住民自らが主体的に情報を確保できる手段を活用しながら、地域の実情に応じた情報伝

達手段の多重化・多様化を推進することが必要である。 

 

 
被災情報等の収集・把握のために、被災市町村に対して、道や関係機関から職員を派遣

することは、一定の効果があった。このことから、引き続き、職員を速やかに派遣し、被

害状況などの情報収集を行うとともに、情報収集にとどまらず、各機関が把握する被害情

報や応急対策の実施状況を市町村に対し、提供することが必要である。 

 また、情報連絡職員の役割を明確にし、情報収集活動を効果的に行うため、市町村職員

を対象とした防災研修などを活用しながら、情報連絡職員と市町村職員との認識を共有さ

せる取組が必要である。 

 また、各機関から派遣する情報連絡職員の情報収集が市町村職員の業務に負担をかけな

いように情報連絡職員間の情報共有することが必要である。 

 

 
市町村の負担軽減のためには、道や関係機関による被害情報の収集を効率化することが

重要である。そのためには、市町村への情報収集窓口を一本化することにより、同じ機関

の異なる部署から問い合わせを行わないようにすることが必要である。 

また、関係機関に被災箇所などの情報を伝達する場合には、口頭による情報の抜け・漏

れや確認回数を減らすために、地図に印を付けた視覚的資料を添付するなど、情報伝達に

おける報告様式等の統一化が必要である。 

 

 
 被災現場や救援活動を行う場所など、災害に係る位置の特定に関し、関係機関がそれぞ

れ独自の地図を使用しているが、災害対応においては、関係機関の速やかな情報共有は重

要であり、そのために基本となる共通して使用できる地図の整備は有効であることから、

関係機関とも連携しながら、防災共通地図8の作成の検討が必要である。 

 

                                                                                                                                                                         
8 防災共通地図とは、北海道内において防災関係機関が連携し災害対応を行う際に利用する共通地図

（地図には、位置（場所）を示す表現方法が複数あるが、各機関で統一されていないため、緯経度・

UTM の各グリッドを地図に記載することで、疑似的に地図表現を統一し情報共有が可能となるもの）。 

提言②  地域の実情に応じた情報伝達手段の多重化や多様化の推進 

     【道・市町村･関係機関】 

提言③  被災市町村への派遣職員の役割明確化及び関係機関と市町村との認識共有  

     【道・市町村･関係機関】 

提言④  市町村への情報収集窓口の一本化や的確な報告様式の統一化 

     【道・市町村･関係機関】 

提言⑤  関係機関で共通して使用できる地図の整備 

     【道・関係機関】 
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道、道警察、自衛隊、開発局などが保有する車両、ヘリコプター、カメラといった様々

な資機材により現状や被災状況を迅速に把握することは、災害応急対応を判断する上で有

効である。このことから、関係機関が保有する資機材の保有状況や災害時におけるニーズ

や使用可能数などを情報共有することにより、保有する資機材を最大限活用することが必

要である。また、そのことと併せて、不足する資機材の補完・整備を進めていくことが必

要である。 

提言⑥  関係機関における情報収集に必要となる資機材等の活用や整備 

     【道・関係機関】 
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 検証項目２「避難行動」については、論点・検証内容が多岐にわたることから、「Ⅰ 避

難勧告の発令及び伝達」と「Ⅱ 避難行動及び避難体制」に分け、さらに「Ⅱ 避難行動

及び避難体制」については、住民全体の避難行動に関わる内容と、要配慮者の避難行動に

関わる内容に分けて検証作業を進めた。 

 なお、平成２８年１２月に避難情報の名称が変更（「避難準備情報」が「避難準備・高

齢者等避難開始」に、「避難指示」が「避難指示（緊急）」に変更）されたが、本検証は、

変更前の事象に対するものであるため、原則として変更前の旧名称を用いることとする。 

 

 

避難勧告等の発令 

 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、住民の生命、身

体に被害が及ぶおそれがあると判断される状況に至ったときは、必要と認める地域の居住

者等に対して、避難の指示又は勧告を行うことができる。また、一般住民に対して避難準

備及び自主的な避難を呼びかけるとともに、避難行動要支援者などの避難に時間を要する

者に対して、その避難行動に対する支援対策を講じ、早めの段階で避難行動を開始するこ

とを求める避難準備情報を発令し、確実に伝達する必要がある。適時・適切に避難指示、

避難勧告及び避難準備情報（以下「避難勧告等」という。表３－２－Ⅰ－１参照）を発令

するためには、あらかじめ避難勧告等の具体的な判断基準を策定するとともに、住民等の

迅速かつ円滑な避難を確保するため、避難すべき区域や避難勧告等の判断基準について、

日頃から住民等への周知に努めるものとされている。 

 

■表３－２－Ⅰ－１：避難勧告等の区分・用語の意味 

区分 用語の意味（根拠条項） 

避難準備情報 
市町村長が必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立ち

退きを準備してもらうために発表する情報。（災害対策基本法第 56条） 

避難勧告 
市町村長が必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立ち

退きを勧告すること。（災害対策基本法第 60 条） 

避難指示 

市町村長が急を要すると認めるときに、必要と認める地域の居住者

等に対し、避難のための立ち退きを指示すること。 

ただし、立ち退き避難を行うことによりかえって人の生命又は身体

に危険が及ぶおそれがあると認めるときは、必要と認める地域の居住

者等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確

保に関する措置を指示すること。（災害対策基本法第 60 条） 

 [出典]「避難勧告等の判断・伝達マニュアル（水害編）【作成例】」（北海道、平成２７

年１２月） 

 

 

避難勧告の発令及び伝達 

〈検証の視点：避難勧告等の伝達状況・手法〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

検証項目２：避難行動 Ⅰ 
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避難勧告等の伝達 

 市町村長は、避難勧告等について、関係機関の協力を得つつ、生命や身体に危険が及ぶ

おそれがあることを認識できるなど、住民にとって具体的でわかりやすい内容とするよう

配慮し、防災行政無線、北海道防災情報システム、放送設備、サイレン、広報車両、防災

行政無線など複数の手段を有機的に組み合わせ、迅速かつ的確に、当該地域の住民等に対

して伝達し、住民の迅速かつ円滑な避難を図ることとされている。そのため、平常時から

情報伝達手段の整備と多重化・多様化に努めるものとされている。 

 道では、市町村における避難勧告等の発令基準や伝達方法のマニュアル策定を支援する

ため、国のガイドラインを踏まえ、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の作成例を策

定し、市町村に提供している。なお、避難勧告等の発令基準を策定している市町村は、平

成２８年６月１日現在、対象１３７市町村のうち１２０市町村となっている。 

 

 

 

避難勧告等の発令判断 

 今回の大雨等災害においては、延べ６４件の避難指示、１５３件の避難勧告が発令され

た。 

 避難勧告等の発令までに要した時間については、迅速に発令を判断できた市町村がある

一方で、判断に時間を要した市町村もあった。市町村によっては、要配慮者が早期に避難

する必要があることや、住民に対して避難の準備を促すことを考慮し、早期に避難準備情

報を発令したところや、防災担当者が研修受講や災害対応の経験を持っていたこと、北海

道開発局や気象台からホットラインで必要な情報を入手したことなどにより、適時に判断

を行うことができた市町村もあった。 

一方、判断材料が不足していたことなどから、避難勧告等の発令判断に時間を要した市

町村もあった。例えば、小規模河川は短時間で急激に水位が上昇することがあるため、画

一的な基準の設定が困難であったことなどから判断に時間を要した例があった。また、観

測地点が欠測だったために、発令判断に必要な水位情報を入手することができず、現場に

出て目視による状況把握を行いながら、判断をしなければならない例があった。 

急激な水位上昇等により、段階を踏まずに避難勧告等を発令せざるを得なかった例があ

り、具体的には、避難指示を発令した市町村の約７割が避難勧告がなく避難指示を発令し、

避難勧告を発令した市町村の約７割が避難準備情報を経ずに発令した。 

 避難勧告等を発令するタイミングについては、昼間に発令した市町村がある一方で、夜

間になってから発令せざるを得なかった市町村もあった。 

早い段階で発令した市町村は、気象情報などを踏まえ、夜間に河川の氾濫等により住民

が危険にさらされる可能性があることから、住民が安全に避難できるよう昼間の時間帯で

の発令を考慮した。 

一方で、短時間で局所的に大雨が降ったことにより急激に水位が上昇したため、住民の

安全に配慮し、最悪の事態を避けるために夜間に躊躇なく避難勧告等を発令した市町村も

あった。結果として、２１時から翌朝６時までに発令されたのは、避難指示が３６件（全

体の５６．３％）、避難勧告が５４件（同３５．３％）の計９０件（同４１．５％）であっ

た（表３－２－Ⅰ－２参照）。 

２ 今回の主な対応 
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■表３－２－Ⅰ－２：避難指示・勧告の発令状況 

 
 

 

避難勧告等の伝達 

 市町村では、避難勧告等の情報を伝達するために、防災行政無線、エリアメール、Ｌア

ラート、広報車、消防車、戸別訪問などの様々な手段が活用された。住宅が密集する住宅

地なのか点在する集落なのかといった地域の特性や、昼間なのか夜間なのかといった発令

の時間帯によって伝達方法を工夫し、消防団や町内会などと連携・協力しながら、発令対

象の住民に対して、電話や戸別訪問を行い、多くの住民の安全な避難につながった。 

 一方で、一部の市町村では、職員が他の業務に追われるなどして、住民等に避難情報を

知らせるためのエリアメールの送信ができず、また、大雨の中、広報車により避難情報を

伝達しようとしたが、住民には十分に伝わらなかった例があった。これらの市町村では、

他の手段を活用して、避難に必要な情報を伝達することとなった。 

 このように、市町村ではさまざまな手段を用いて、避難勧告等の情報発信が行われたが、

住民に対してその情報の意味を十分に周知できていなかったことから、的確な避難に結び

つかなかった例があった。 

 

 

 

 
 市町村では、避難勧告等の伝達について、Ｌアラートや広報車などによるほか、市町村

職員のみならず、消防団や町内会と連携協力し、対象住民に対する電話や戸別訪問を行い、

多くの住民を安全に避難させることができた。 

件数 ( 割合 ) 世帯数 人数 ( 割合 )

避難指示(a) 64 ( － ) 10,287 21,503 ( － )

うち夜間（21時～翌朝6時）に発令 36 ( 56.3% ) 5,324 11,350 ( 52.8% )

うち避難勧告がなく発令 43 ( 67.2% ) 3,763 7,866 ( 36.6% )

避難勧告(b) 153 ( － ) 60,451 125,147 ( － )

うち夜間（21時～翌朝6時）に発令 54 ( 35.3% ) 17,034 37,085 ( 29.6% )

合計（避難指示＋避難勧告）(a+b) 217 ( － ) 70,738 146,650 ( － )

うち夜間（21時～翌朝6時）に発令 90 ( 41.5% ) 22,358 48,435 ( 33.0% )

延件数 延対象世帯・延人数

３ 評価できる事項、課題 

評価  市町村では、Ｌアラートや広報車などによるほか、消防団や町内会などと連

携・協力しながら、戸別訪問等により、避難勧告等を伝達し、多くの住民が安

全に避難できた 
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 市町村は、要配慮者の早期避難や、その他の住民の避難の準備を促すため、空振りを恐

れず避難準備情報を発令したことにより、早めの避難に結びついた。 

 

 
 河川の水位が急速に上昇したため、住民の安全を考え、夜間であっても躊躇なく避難勧

告等を発令し、人的被害を避けることができた。 

 

 

 一部の市町村では、職員が他の業務に追われるなどして、住民等に避難情報を知らせる

ためのエリアメールの送信ができなかった。 

 また、広報車で避難情報を伝達しようとしたが、大雨の中であったため、住民に十分伝

わらなかった例があった。 

（いずれも他の手段による情報伝達は実施） 

 

 
 小河川は、短時間で氾濫することがあり、画一的な基準の設定が難しく、避難勧告等の

発令基準が曖昧であったため、判断に時間を要した。 

まだ雨が降っていない、または水位の急激な上昇などが見込まれない状況のもと、判断

材料となる情報が不足しており、避難勧告等の発令が困難であった。 

避難勧告等の解除について、天候が回復していても、何をもって安全確認とするかが難

しく、解除のタイミングの判断が困難であった。 

 

 
 市町村では、避難情報を発令したものの、住民に対して、「避難準備情報」により要配

慮者は避難を開始すべきであることや、また、「避難指示」と「避難勧告」の違いなどを

十分周知できていなかったことから、適切、的確な避難ができなかった。 

 

 
 避難勧告等の発令については、国のガイドラインにより基準が定められていたが、市町

村に助言等をする立場である道（振興局）による周知が徹底されていなかったことから、

評価  空振りを恐れずに避難準備情報を発令し、早めの避難に結びついた 

評価  夜間であっても躊躇なく避難勧告を発令し、最悪の状況を回避できた 

課題  一部の市町村では、避難情報のエリアメール送信ができなかったことなどか

ら、十分な避難情報の伝達ができなかった 

課題  避難勧告等の発令や解除の判断が困難であった 

課題  避難勧告等の避難情報の意味を十分周知できていなかったために適切、的確

な避難ができなかった 

課題  道（振興局）から市町村に対する周知が徹底されておらず、避難勧告等の発

令に市町村間で対応に温度差があった 
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市町村によっては発令が遅れるなど対応に温度差があった。 

 

 
 市町村では、気象情報などから河川の氾濫等の危険が夜間に及ぶと判断し、住民がより

安全に避難できるように昼間の時間帯に避難勧告等を発令した例があった。 

 それに対して、市町村では、避難勧告等に関する判断の遅れにより、夜間の発令となっ

た例があった。 

 また、住民がより安全に避難できるように昼間の時間帯に避難勧告等を発令すべきとい

うことが徹底されず、夜間の発令となった例があった。 

 

 

 

 

 

 

 
市町村は、避難勧告等の情報が確実に住民に伝達されるように伝達手段の多様化等を図

ることが必要である。多様な伝達手段を整備することにより、それぞれの伝達手段が持っ

ている、伝達可能な範囲、情報量、使用機器、必要な人員数などの特徴を把握し、状況に

応じて、組み合わせて伝達を行うことにより、より確実に住民に伝わることになる。 

道は、市町村に対して、具体的な整備手段に関する助言を行うなどの支援を行う必要が

ある。 

 

 
今回の台風災害においても、町内会や自治会、自主防災組織による避難情報の伝達や避

難誘導に果たす役割が大きかったことから、今後、道や市町村では、既存の町内会や自治

会などの住民組織と協力するなど、こうした取組を促進する必要がある。 

 

 

評価  市町村では、避難勧告等の発令について、住民がより安全に避難できるよう 

課題 に明るい昼間の時間帯に早めに発令した一方で、発令の判断の遅れなどにより、 

   避難に危険を伴う夜間の発令となった 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

適時適切な避難情報の発令と確実な伝達体制の構築 

提言①  住民への避難勧告等の伝達手段についての多様化等の促進 

     【道・市町村】 

提言②  避難に関する情報伝達における自主防災組織の取組の促進 

     【道・市町村】 

提言③  防災教育による避難情報の周知徹底、具体的で分かりやすい避難情報の発令 

     【道・市町村】 
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市町村は、国において、「避難指示」を「避難指示（緊急）」に、「避難準備情報」を

「避難準備・高齢者等避難開始」にそれぞれ名称変更を行ったことも踏まえ、住民に対し

て避難情報の意味が理解され、適切な避難行動が取られるよう平常時から防災教育の取組

を進める必要がある。 

住民が受け取った情報を各自の判断に結び付けられるよう、住民にとって分かりやすい

表現を使って、避難に関する情報を確実に伝達する必要がある。そのためには、伝達手段

や状況に応じて、予め簡単な例文を定めておくことも効果的である。 

道は、こうした市町村における取組を支援する必要がある。 

 

 
市町村は、住民を安全に避難させることができるよう、様々な状況を想定し、あらかじ

め避難勧告等の発令基準をより具体的に定めることが大切である。それとともに、避難に

関する情報を受け取る立場に立った情報提供を行う必要がある。 

また、可能な限り、住民がより安全に避難できるように昼間の時間帯に発令することな

どを考慮する必要がある。 

さらに、住民に危険が及ぶ可能性がある場合には躊躇なく避難勧告等を発令する体制を

整える必要がある。例えば、避難勧告等が、場合によっては空振りの可能性があるという

ことを、あらかじめ住民に周知し、理解してもらうことで、市町村が空振りを恐れずに避

難勧告等を発令し、住民の避難行動に結び付く環境を平常時から整えておくことができる。 

道や関係機関は、こうした市町村における取組を促進するため、情報提供や助言等の支

援を行う必要がある。 

 

 

道（振興局）管内ごと、市町村ごとに避難勧告等の発令基準策定の進捗や運用に差が生

じていることから、道としてマニュアルなどを定め、市町村に提供する必要がある。この

ことにより、発令基準を定めることの目的が明確になり、実際の運用の場面においても、

的確な判断ができることにつながる。 

また、道（本庁）と道（振興局）が共通の認識に立ち、市町村を個別訪問するなど、避難

勧告等が一定の基準により発令されるよう、働きかけることが必要である。 

 

 

提言④  様々な状況を想定したより具体的な避難勧告等の発令基準の策定促進 

     【道・市町村・関係機関】 

提言⑤  道（本庁）と道（振興局）の共通認識と市町村の防災対策の推進への働き

かけ 

     【道】 
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避難場所・避難所の確保 

 市町村は、災害の危険が切迫した緊急時において住民の安全を確保するため、災害発生

時に迅速に開設することが可能な管理体制等を有する施設又は場所を、指定緊急避難場所

として、また、災害が発生した場合に被災者を滞在させるための施設を指定避難所として

指定することとされている。平成２８年４月１日現在、全道１７９市町村のうち、指定緊

急避難場所については９１市町村、指定避難所については９３市町村で指定されている。 

 避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所への移動を原

則とするが、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえ

って危険を伴う場合等やむを得ないと住民自身が判断した場合は、近隣の緊急的な待避場

所への移動又は屋内での待避等を行うべきことについて、市町村は、日頃から住民等への

周知徹底に努めるものとされている。 

 また、住民等の円滑な避難を確保するため、浸水想定区域などを表示したハザードマッ

プ等を作成し、印刷物の配布その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとされている。

洪水ハザードマップの策定状況については、対象である１３７市町村のうち、１３３市町

村で策定済みとなっている（平成２８年４月１日現在）。 

 

 

 

避難誘導・避難行動 

 市町村によっては、避難勧告等を発令した時刻や範囲などを考慮して、きめ細かな避難

誘導が行われた。例えば、避難勧告等の発令が夜間から明け方といった住民が就寝してい

るなど、避難情報が覚知できない場合、あるいは避難勧告等の対象となる土砂災害警戒区

域等に居住する住民などのように、特に避難を促す必要がある場合を考慮して、市町村職

員、消防団、町内会などが連携して、戸別訪問による避難所への誘導などを実施した。 

 また、日頃から町内会活動などを通して、近隣住民同士の交流の機会が多く、結びつき

が比較的強い地域などでは、近所の住民や町内会による避難の声かけが行われ、円滑に避

難を行うことができた。 

 避難勧告等の発令に対して、住民の避難行動は様々であり、夜間に立ち退き避難するこ

とは危険であると判断して住宅内の高い場所へ避難する「垂直避難」を行った住民がいた

一方で、自宅近くの河川は氾濫しないと判断したり、氾濫している河川が自宅から離れて

いるために被災しないだろうと判断したために立ち退き避難をしなかったが、結果的に住

宅が浸水被害に遭うなど、立ち退き避難すべきだったと振り返る住民もいた。また、立ち

退き避難が必要と考えた住民の中には、住宅等の損壊を心配したり、避難の経験がなかっ

たことなどを理由に、避難をためらう住民もいた。さらに、ペットを飼っていたため、避

 

住民の避難行動及び避難体制等 

〈検証の視点：住民に対する避難誘導の状況、住民の避難行動、避難場所〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

２ 今回の主な対応 

検証項目２：避難行動 Ⅱ－１ 
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難所にペットを連れていくことができないことを心配し、自宅に留まる判断をした住民も

いた。避難行動を躊躇し、立ち退き避難をしなかった、または、避難が遅れたために孤立

状態となった例もあった。 

 今回の一連の台風等によって発令された避難指示・避難勧告の対象人数は 146,650 人、

そのうち避難所への避難者は 11,170 人であり、その割合は全体の１割未満であった（図３

－２－Ⅱ－１－１参照）。 

 また、住民が避難した避難所において、大雨により１階部分が浸水した例もあった。 

 

 

 

■図３－２－Ⅱ－１－１：台風等による避難者数 

 

 

 

 
 避難勧告等の発令を受けた住民に対して、市町村職員と消防団、町内会が連携して避難

所への誘導などを実施した。 

 

 

 日頃から近隣住民の交流の機会が多いなど、比較的結びつきが強い地域などでは、近所

の住民や町内会による声かけが行われ、スムーズに避難が行われた。 

 

南富良野町
1,137人

清水町
279人

芽室町
580人

豊頃町
632人

音更町
2,276人

池田町
1,021人

台風10号以降の避難者

［一連の台風等の避難者等］

北見市
559人

足寄町
396人

標茶町
744人

標津町
267人

台風11号、９号の避難者

避難指示・避難勧告

対象人数（人）

避難所数

（箇所）

避難者数

（人）

133,013 687 11,176

(8.4%)

３ 評価できる事項、課題 

評価  市町村職員、消防団、町内会が連携してきめ細かい避難誘導ができた 

評価  近隣住民の結びつきが強い地域では、住民同士の声かけなどにより、スムー

ズに避難が行われた 

避難指示・避難勧告

対象人数（人）

避難所数

（箇所）

避難者数

（人）

146,650 687 11,170

(7.6%)


